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平成 27年 5月期及び平成 27年 11月期における運用状況の予想の修正に関するお知らせ 

 
日本プロロジスリート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、平成 27 年 1 月 19 日

付「平成 26年 11 月期 決算短信（REIT）」で公表した平成 27年 5月期（平成 26 年 12月 1日～

平成 27年 5 月 31日）及び平成 27年 11月期（平成 27 年 6月 1日～平成 27年 11 月 30日）にお

ける本投資法人の運用状況の予想を修正しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 
記 

 
1. 運用状況の予想の修正及び公表の理由 

本日付で公表の「資金の借入れ及び借入金の期限前弁済に関するお知らせ」に記載の資金の借入

れ及び借入金の期限前弁済（以下「本リファイナンス」といいます。）に伴い、特別損失が計上さ

れ、平成 27 年 5 月期の 1 口当たり分配金（利益超過分配金を除く）の一時的な減少が見込まれる

こととなりました。そこで、1口当たり分配金（利益超過分配金を含む）の平準化を目的として一

時的な利益を超えた金銭の分配を実施することとなったため、平成 27年 1 月 19日付で公表した平

成 27 年 5 月期における本投資法人の運用状況の予想につき修正を行うものです。また、本リファ

イナンスにより将来の支払利息が減少する見込みですので、平成 27 年 11月期の運用状況の予想に

ついても併せて修正を行うものです。これらは、現在の低金利環境の下、本投資法人が戦略的に支

払利息を削減するために行うものです。 

 

2. 平成27年5月期及び平成27年11月期における運用状況の予想の修正 

(1) 平成27年5月期（第5期）（平成26年12月1日～平成27年5月31日）における運用状況の予想の修正の内容 

 営業収益 営業利益 経常利益 
当期 

純利益 

 

1口当たり

分配金 

（利益超過分

配金を含む） 

1口当たり

分配金 

（利益超過分配

金は含まない） 

1口当たり 

利益超過 

分配金 

前回発表予想 

（A） 

14,220 

百万円 

6,887 

百万円 

5,840 

百万円 

5,872 

百万円 

3,874 円 3,393 円 481円 
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 営業収益 営業利益 経常利益 
当期 

純利益 

 

1口当たり

分配金 

（利益超過分

配金を含む） 

1口当たり

分配金 

（利益超過分配

金は含まない） 

1口当たり 

利益超過 

分配金 

今回修正予想 

（B） 

14,220 

百万円 

6,897 

百万円 

5,867 

百万円 

5,708 

百万円 

3,874 円 3,298 円 576円 

増減額（C） 

（（B）－（A）） 

0 

百万円 

10 

百万円 

27 

百万円 

△164

百万円 
0 円 △95円 95 円 

増減率 

（C）/（A） 
0.0% 0.2% 0.5% △2.8% 0.0％ △2.8% 19.8% 

 

(2) 平成27年11月期（第6期）（平成27年6月1日～平成27年11月30日）における運用状況の予想の修正の内容 

 営業収益 営業利益 経常利益 
当期 

純利益 

 

1口当たり

分配金 

（利益超過分

配金を含む） 

1口当たり

分配金 

（利益超過分配

金は含まない） 

1口当たり 

利益超過 

分配金 

前回発表予想 

（A） 

14,380 

百万円 

6,909 

百万円 

5,867 

百万円 

5,866 

百万円 

3,870 円 3,389 円 481円 

今回修正予想 

（B） 

14,380 

百万円 

6,905 

百万円 

5,927 

百万円 

5,926 

百万円 

3,905 円 3,424 円 481円 

増減額（C） 

（（B）－（A）） 

0 

百万円 

△3 

百万円 

60 

百万円 

60 

百万円 

35 円 35 円 0 円 

増減率 

（C）/（A） 
0.0% △0.1% 1.0% 1.0% 0.9％ 1.0% 0.0% 

（参考） 

平成 27年 5月期 ： 予想期末発行済投資口数 1,730,750口、1口当たり予想当期純利益 3,298円 

平成 27年 11月期 ： 予想期末発行済投資口数 1,730,750口、1口当たり予想当期純利益 3,424円 

（注記） 

（注1） 上記の運用状況の予想については、別紙 1「平成 27 年 5 月期及び平成 27 年 11 月期における運用状

況の予想の前提条件」に記載した前提条件に基づき算出しています。したがって、今後の不動産等の

追加取得若しくは売却、賃借人の異動等に伴う賃料収入の変動、予期せぬ修繕の発生等運用環境の変

化、金利の変動、実際に決定される新投資口の発行価格、又は今後の更なる新投資口の発行等により、

前提条件との間に差異が生じ、その結果、実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、1口

当たり分配金（利益超過分配金は含まない）及び 1口当たり利益超過分配金は変動する可能性があり

ます。そのため、本予想は分配金及び利益超過分配金の額を保証するものではありません。 

（注2） 上記予想と一定以上の乖離が見込まれる場合は、予想の修正を行うことがあります。 

（注3） 単位未満の金額は切り捨て、割合は小数第 2位を四捨五入して、それぞれ表示しています。  

 

以上 
※本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 
※本投資法人のウェブサイトアドレス：http://www.prologis-reit.co.jp 
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【別紙 1】 
平成 27年 5 月期及び平成 27 年 11月期における運用状況の予想の前提条件 

 

項目 前提条件 

計算期間 

 平成 27 年 5 月期（第 5 期）（平成 26 年 12 月 1 日～平成 27 年 5 月 31

日）（182 日） 

 平成 27年 11月期（第 6期）（平成 27年 6月 1日～平成 27 年 11月 30

日）（183 日） 

運用資産 

 本日現在で保有している 29 物件につき平成 27 年 11 月期末まで変動

（新規物件の取得、保有物件の処分等）が生じないことを前提として

います。 

 実際には、新規物件取得又は保有物件の処分等により変動が生ずる可

能性があります。 

 
営業収益 

 賃貸事業収益については、市場動向や物件の競争力等を勘案して算出

しており、平成 27 年 5 月期は 14,220 百万円、平成 27 年 11 月期は

14,380百万円を見込んでいます。なお、物件合計の平均稼働率は、平

成 27年 5月及び平成 27年 11月期にそれぞれ 98.4％及び 98.6％を見

込んでいます。 

 賃貸事業収益については、賃借人による賃料の滞納又は不払いがない

ことを前提としています。 

営業費用 

 減価償却費以外の賃貸事業費用は、季節的要因を含む費用の変動要素

を反映して算出しており、平成 27 年 5 月期は 3,074 百万円、平成 27

年 11 月期は 3,223 百万円を見込んでいます。 

 減価償却費については、取得価格に付随費用等を含めて定額法により

算出しており、平成 27 年 5 月期に 2,923 百万円、平成 27 年 11 月期

は 2,923 百万円を想定しています。 

 一般に不動産等の売買にあたり固定資産税及び都市計画税等につい

ては売主と期間按分による計算を行い取得時に精算し、翌年から費用

計上されることとなります。そのため、平成 26 年 9 月 1 日に取得し

た資産の固定資産税及び都市計画税等については、平成 27 年 5 月期

から費用計上されることになります。 

 修繕費に関しては、物件ごとに、資産運用会社が策定した修繕計画を

もとに、必要と想定される額を計上しています。ただし、予想し難い

要因により修繕費が発生する可能性があることから、予想金額と大き

く異なる結果となる可能性があります。 

営業外費用 

 創立費の見込償却額として、平成 27 年 5月期に 8 百万円、平成 27年

11 月期に 8百万円をそれぞれ見込んでいます。 
 支払利息等（融資関連費用等を含みます。）として、平成 27年 5 月期

に 1,008 百万円、平成 27年 11 月期に 966百万円を見込んでいます。

なお、融資関連費用等に含まれる非現金支出費用である融資関連償却

は、平成 27 年 5 月期に 141 百万円、平成 27 年 11 月期に 137 百万円

をそれぞれ見込んでいます。 

借入金及び 
投資法人債 

 本リファイナンスが実行されたことを前提とし、平成 27年 3月 31 日

時点の本投資法人の有利子負債残高は 162,200 百万円の見込みであ

り、内訳は借入金及び投資法人債となっています。 

 平成 27年 11月期末までに返済期限が到来する借入金及び償還期限の

到来する投資法人債がないことを前提としています。 

特別損益 

 プロロジスパーク鳥栖 2及びプロロジスパーク鳥栖 4の所在する鳥栖

市より、立地奨励に関する条例等の規定により受領する奨励金 33 百

万円を平成 27 年 5 月期に特別利益として見込み、本リファイナンス

に伴う特別損失として 191 百万円を平成 27 年 5 月期に見込んでいま

す。 

投資口  本書の日付現在の 1,730,750 口を前提としています。  
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1 口当たり分配金 
（利益超過分配金

は含まない） 

 本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針に従い利益の全額を分

配することを前提として算出しています。 
 今後の不動産等の追加取得若しくは売却、賃借人の異動等に伴う賃料

収入の変動、予期せぬ修繕の発生等運用環境の変化、金利の変動、又

は今後の更なる新投資口の発行等を含む種々の要因により大きく変

動する可能性があります。 

1 口当たり 
利益超過分配金 

 

 修繕や資本的支出への活用、借入金の返済、新規物件の取得資金への

充当などの他の選択肢についても検討の上、健全な財務の安定性が維

持される範囲内で、当該営業期間の減価償却費の 60%に相当する金額

を限度として、本投資法人が決定した金額を、利益を超えた金銭とし

て、原則として継続的に分配する方針としています（継続的利益超過

分配）。そのため、不測の要因に基づく建物の毀損等により、緊急に資

本的支出が発生する場合には、1 口当たり利益超過分配金の金額が減

少する可能性があります。 

 継続的利益超過分配の水準は、当面の間、当該営業期間の減価償却費

の 30%に相当する金額を目処にして、総合的に判断して決定します。 
 新投資口の発行（第三者割当増資等に基づく発行を含みます。）、投資

法人債の発行、資金の借入等（それぞれの消却、償還又は返済等を含

みます。）の資金調達行為により、投資口の希薄化又は多額の費用が生

じ、一時的に 1口当たり分配金の金額が一定程度減少することが見込

まれる場合において、1 口当たり分配金の金額を平準化することを目

的とする場合に限り、本投資法人が決定した金額を、利益を超えた金

額の分配として、分配することができるものとします（一時的利益超

過分配）。継続的利益超過分配に加えて、一時的利益超過分配を行う場

合、継続的利益超過分配及び一時的利益超過分配の合計の分配金の水

準は、当面の間、当該営業期間の減価償却費の 40％に相当する金額を

限度として、総合的に判断して決定します。 

 1 口当たり利益超過分配金は、本投資法人の規約に定める方針に従い

算出しています。平成 27 年 5 月期の利益超過分配金総額（継続的利

益超過分配の分配金及び一時的利益超過分配の分配金の合計）は特別

損失を計上することを考慮し、当該計算期間に発生すると見込まれる

減価償却費の約 34.1%を分配することを前提として算出しており、996

百万円を想定しています。平成 27年 11月期の利益超過分配金総額（継

続的利益超過分配の分配金）は、当該計算期間に発生すると見込まれ

る減価償却費の約 28.5%を分配することを前提として算出しており、

832百万円を想定しています。 
 減価償却費は、運用資産の変動、取得原価に参入される付随費用等の

発生額、資本的支出額、取得原価の各資産への按分方法及び各々の資

産に採用される耐用年数等により、現時点で想定される額に対して変

動する可能性があります。そのため、減価償却費を基準として算出さ

れる利益超過分配金総額も、これらを含む種々の要因により変動する

可能性があります。 
 利益を超えた金額の分配水準の決定にあたっては、AFFO に対する分

配金総額が占める割合等も考慮されます。AFFO とは、Adjusted Funds 

From Operation の略であり、FFO から資本的支出を控除し、融資関

連償却等を加算して算出されます。FFO とは、Funds From Operation 

の略であり、当期純利益に非現金支出費用を加えて算出されます。算

出方法は以下の算式をご参照下さい。 
FFO＝当期純利益＋減価償却費＋その他不動産関連償却＋不動産等売

却損－不動産等売却益 
AFFO＝FFO－資本的支出額＋融資関連償却等 

 なお、資本的支出額は、平成 27 年 5月期に 314百万円、平成 27年 11

月期に 485百万円を想定しています。 
 ただし、以下の算式で計算される数値（分配 LTV）が 60％を超えるこ
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ととなる場合には利益を超えた金銭の分配を行わないものとします。 
分配 LTV（％）＝A / B ×100（％） 
A = 決算期末の有利子負債残高（信託内借入れ及び投資法人債に係る

残高を含みます。）＋決算期末時点の敷金のリリース額 
B = 決算期末時点の鑑定評価額＋決算期末時点の預金残高－ 本投資

法人の利益分配金及び利益超過分配金の総額 

その他 

 法令、税制、会計基準、上場規則、投信協会規則等において、上記の

予想数値に影響を与える改正が行われないことを前提としています。  
 一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じない

ことを前提としています。  
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